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農業が資本諸積，したがって工業発展にどのように寄

与すだiのか‘ とくに開モ初期におvJ；：，農？との絞／？JiこJ一八、

ザは，従来三つの相反する見解が提出されてきナ士。照史

的にみて，工業は後から農業の支援があってはじめて成

＿（：すユグ）で！丹、り，労働力とそれをね証する食手i『またヱ

業化のための原材料と輸出商品，これら全ては開発初期

心おU、て農業W日P'J11：供治する。それ：！：、えJlt工開！の資源移

転・資本移動を軸（こしと考えれば，、｛？然出業古15r'号のjゴfち

出しとなる。これが「正統的」開発論の見解である。ー

ち，それま先進国の過去円閉廷経験：二妥！＇：ナるにしても，

今日の人口過剰，食料ネックlて悩む開発注上l実には，工

業部門（正確には非農部門）はまず農業部門を支援し，

良業の長盤を整＇.・i11し，決業生産を高めなけれdならな

い，それゆえ資源・資本の流れは農業郊門の純受取りをな

・っていなければならない， という見解も提出され始めた

/Rutt川L石川〕0 -1，登輝氏は二のう君、のがi者のは解企と

り，それを台湾の開発経験に照らして実証する。最初に

本書山間要を紹：fr'. , JJlTIJとコメントを次に行なろ。

第 1:l｝＇：「j二齢
農業の工業発展に果たす役割につLパての二つの見解が

指適され，お2事以下の論述の構成を紹介す：λ

第2中：：部門r,i]i(f本作動の規模と性質3

差是エパランスを把握する理論的フレーム，すなわち「純

-1.:質資本移到J(nd real capi国1flow) iJ;，を提示しi後

；主〉，それぞ 189日～1960年慌の台湾；こ当ては丸各均iご

とのその苦手Jき，および，資本移動を構成する諸要因の動

EをR「lらかにする。この実言J［作業がこの芥作の最大の貢

献であり，また寸で（本の構成の骨格をなして，.，、る3 主要な

結論：全期間にわたり農業部門の純実質流出，すなわち，

民業部I＇~は J：＇農栄町1円h二対L て実質値でみて持ち出しで

あった。その中でも，交易条件変化によって動くインビ

ンプノレな純実質資本流川よりt，物的な変化と示すビジ
つ、ノレ／（資本流出川内容！の方が大きイ 1リ56年：＇.I［年商店ーの
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投；t;Jは逆転す／二。

第3掌：農業発自主政策

まず1895年日本の台湾占領古iJの農業の状況（開発の初

期条件）を概院しと後， 1895年以降3期iこ分けて農業交

展政策が要約される。第l期（1895～1930）は政府によ

るじゃ会・経済的制交・機構の繋怖された段階におり，強

制をf半、た農業技術の湾入・伝揺がな3れたの第2!W 

(1930～45）は前期に続きより一層効都的に投下資本を利

用L，農業生産が飛躍的に拡大した時期むふり，一方政

策の実権は強制かム説得へと礎化した。箔3期（1945～

60〕には，農地改箪の実焔により農民の生産意欲を作り

出L，月巴1ヰのt円投，新占M五の導入なと、土地生産性の向上
政策がとられた。またアメリカの援助が幾復会を通じて

農J乙投資に向けられた。結論． 「各搬に採用された（農
業発展）諸方策は，その段階の農業部門円必要にあわせ

て注意深く作成されたJ(46ぺージ〕。

泌4卒；農業生1'1:におゆる成長の過程とパターン

二こでの中心課題；土，農業の生産けと技術進歩のノイタ

ーンの分析であり，各種生産性の動きとそれを規定する

資作投入.HJ桁進歩の導入状況の分析である。主要な結

論：台湾の農業生産の上昇は←ii也・労働＇t産伎の向u二
よりもたらされ，それは技術進歩と，投入物の集約性・

劾特性Jワ増大に負う。濯j慨は多毛作度を蛤大させ、化学

肥料，種子と換機具の改良、労働の多投により農業生産の

上昇を惹起した。注目すべきことは，農業投資の大部分

は段E毛布身lこよりなされたことであり，政府投資の「托

資誘発係数」は高かった点である。

第5章：議業部門からの純実質余剰lの移転

11fl 21字が，持者の言う「純実質資本移動Jの根底であ

る農業生産それ自身の環境・技術的変化を扱ったのに対

L, 5, 6i＇；＇；：はより直接的に！資本移動」の実態の分析

にあてられる。第5章の中心は，商品化率の動きと完l'i主

因，および部門間交易条件の変化と資本移転の関係の説

明・検Aに汚〉る。主要だ結論： 1911～30,1950～60年代

には農民の師協反応i主役H、であり，：十期！日iを通じて商品

化2れに影響した最大の婆因は価格よりもむしろ物的生産

の拡大U それを11収ずる戦前｛主地てi需品，戦後；工政府と

いう制！を的装置にあった。交易条件の変化の部門間資本

移動にJチえる影響は，主主業開発初期段階では，購入しう

るIFJ;.ii'.iそ物が限られてし、たためにそれほど重要ではな

く，後期〔1950～60年〉になって大きくなる。

第6主主：部門間資本移動の財政的諸側面。

部門間資本•rt，転は物の流れと裏腹に資金の流れとして
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もとらえじ；lる。それを経）；＼・fち転E'il'本移転に分割し，

各期におけるおのおのの動きと，それを現実化させた制

史的背景iこ／二lいてのう了析がこの章の千ーマである。 iな

結論： 1895～1930年は税・地租による資本流出が中心。

性民の純昨宇野は，j、哲く，長業に対する財政的投資が堅袈

であったため，金融特需を辺じての日本移転は少ないっ

た。それ以後は金融機構による資本流出がより重要とな

：，、それは正業側、七の前:j¥¥I.I：こおftろ［持政ど亡、激のi土日

のちがいを示す。

7章.f「湾の宇B/rzのもつ合意

4の最後の景では，まず令本でのまとめとして農ぷ売

店主と資本移転のための戦略的方策を四つにまとめ，それ

を任期ごとに考察Lf二あと，台湾のよ王験の合むとして，

石川， Ruttan流の幾業開発論は台湾には適用されず，農

業全変革Lつつ純1白木流出どもたらす戦絡として，技術

進歩を伴った基礎的な農業投資，労働集約的投資，およ

び資本移転； Jカニ心、の京立を挙げる。

以上のように，心の本は純実質資判多動の”，ii¥llJを事Ii；ら

それを構成し，また規定する諸要因・制度を台湾の近代

残業発展ワミ（！）中で泊L、かuる実託行業の成mーであると tミ
える。従来，日本を除くアジア諸国の中で，経済統計が

完；：：iiし，治Aつ特異t；経済発le,＇.のパワーンを i也pた台湾に

ついて，これほどの豊富なデータ・資料を用いた実託研

究が台湾内外にtL、てなされfこことはなか J Yたことは不

足議でもあり，とのf二の著百の研究安寺！？（とくに戦前期に

おける地主制および日本植民地政府政策に対ナる積極的

；円！！iに関l圭Lて）に多くの批河はJ寄せちれ工ろが，そ内

点についてだけは肯定的に評価されなければなるまい．

手目的業情ば．ますこそのキオIU2貢域内七俵にιて評価・
批判がなされるべきものと信じる。

さて著？？の学問問J戎に!.lilしてであるが， 三の書を一課

L え後，いてつ角 λ；門大きt;"f正閣を！品じた。 nFそれ企記

そう。

HDは，R者の li1li実質氏本移動Jit、についどであるo
Bを農・非農部門聞の物流ノ守ランスとすると，

C~＋I(;+Eα c:-R；ーム＝8 1JJ 

ここで C,Rは消費，中間財を示し， Eα は農産物輸出

を，んはヰ｜良部門から農業：古河への段資財をおのおの表

わす。添字は dは農業部門を， nは非農部門を示し，下

；土j－：産部1111を，上はれ出光をそれぞ川示すO も'fi格をPと

すれば，純実質資本移動万’；上，

c；十 R~＋E, C~＋ I-c;＇. 十ん
Ii'二一 . . ' 
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として定持されるc(2）式1，辺の第IJ}1をど乙フノレ純実佼資
本流出，第2項をインピジブノレ純実質資本移動と名付け

る。この友式は，Jたは S.Ishikawa, Economic Den'lr少・

ment z・nAsian Pei・spective, 1967，第4主主の「純資源

移動（netresource flow）」法と全く同一であり，孝氏は

それについて一行ずるのが先人に対する干し儀と言うもの

であろう。まして著者が，本書7ページの脚注で Ishikawa

を著者の方法と異なる「民業余剰（昭riculturalsurplus)J 

法をとるものとして分類していることは，事実と反ずる

という三 1：のみならず， 李氏の学11¥l的良心を疑わs:sを
えない。

第21乙この表式のもつ特質と限界についてである。

そもそι部門間資本（資源〉移動という概念それ白身国
際貿易論に起源をもつものであり，農業部門と非農（工

業〕部門を擬制的に「国家jと考えたところにミ、pがあ

る。しかし部門は同一国内のそれであるから，国際貿易

と異なり，物と余土人の流れを国家が意図的・計画（rJに
災更するよ二とが可能であるし，またいわゆる「為替問題j

も発生しない。したがって，農業部門が非農部門fc:.移出

郎通であっても，その部門の開発資金がそれだけ蓄積さ

れるとは限らない。移出，および超過移出資源が全部門

の発展にどのように使用されるかどうかにフこの支えの

本来の分析目標があると言える。それゆえ，農業部門の

発展過程における他部門への純移出超過を実証するこ

と，それ自身決して無意味ではないが，それだけでは分

析の一半にすぎない。全経済・全部門の中に農業を位置

イけることによって，はじめてこの表式による分析は生

きてくるのではないか。

第3に，やはりこの表式iこ関連してであるが，（2）式の

第1項と第2項の意味を，それらが恒等的に導かれたタ

ームであることを無視し，あるいはそこから派生する概

布、上の限界を見究めることなしに，絶対化しているので

はないかと思われる。第2項のインビジブlレな変化部分

にのみ交易条件（れる／Pa）の変化がれご濁するのではない。

ここでいう交易条件は（1）式左辺の各項の価格（の集合〕

の比率であるかじ，各財の価格が変化すれば当然（2／式第

ll頁も変化する。（必式の意味は，純流出入を，名目（実

質に対する〉的移出入純額（B）を農業価格指数で実質化

したもの（第1項）と，農業部門の実質移入額と，それ

に交易条件とに，より正確に言えば三つの部分に結果と

して分台！友示した三とにある。したがって，どジブノレな
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変化とインピジプJレな変化1-，あたかも1]1j者が和Ii洛変化 経験が，直接開発論として理論イヒしうるほどの滋味をも

によらない実質的変化，後者を価格変化忙もとづくもの， っとは思われたい。それを智識してか否か，第7章の結

と理解するのは正しくなャ。 論部分ははじめの調子（第l章序論後半）からかなりずれ

付合ナれば、第2JJjの J>,JP，α は「交弘条f'I: そのも て， f1湾の経験を別極的にしか主張していなャ。

のというより，農・非農阿部門の財の価賂指数比と言う 評者の期待は高望みかもしれないが，第7章のテーす

方がより適：1~iヴあろ h 。 を rri本・台湾の経験は適用可能力、Jtこ切り換えた方が

第4に，これは第2の批判にも関係するのであるが， 政策論的な，また今日的意味も鮮明になったのではない

この木の間語：V,J心である；t支部F'lと非農業部刊の開発過 が。

程における資源移転を，どのように見るか，という点に 以上著者のこの本で意図した目的と，この本のブレー

がんしご。上会した石川＂t)nのけiだの出定点が，従来の ムを中心に，かなり担越的な批判を行なったが，この本

「正統的J見解がはたして扶ゐアジアにそのまま妥当 の各業（とくに第峰村時まで）の個々の分析につい

するのが，と、、う明日］に tらI），それが数多くの論者によ ても問題は多い。止とえば，第3平の結論は著者の歴史

P引用される日本の経験そのものに対する再吟味にまで 認識を疑わせるし，第4章の各種生産性の連関と技術進

発展してい＇／＝ o 石川教民ノ）この仔究と宇氏の研究と企 歩の分析も，一定の仮設・モデyレなしに行なえば，何が

比較すると，統計的操作については，前者があくまでも 原因で何が結果であるのかわからなくなる。それに，箸

“ tentative ’うであ•） （それ；〉え給制もかなりの山保村主 ？？の「技術進歩JJ土生産要素（七地・労働・資本〉に付

である〕，また対象をしてとり上げ？で地域ば台湾のみなじ 加された，あるいはそれ左並列するものとしての技術で

子，日本，インに中国本土の4カ所の多きにわたって あり，あく支でも的態的なものでしかない。この種の分

いる点／怜らも抗察できる r九ろに， iを者ド比べ劣ってνる 析は Ruttan& Hayamiの「誘導的開発（induced

よ二とは否めない。準氏の「後発者」であることの強みと， development）」理論の前には色あせてくる（cf.Hayami 

それ以I：にJ＼：；＇.，＞長q::g＇；復会にい ζ係々の統計を）iiりうる & Ruttan, Agricult1げd J)evelopment, An lnternati-

al Perspective, 1971）。
立場にあったこと（注：現在は蒋経国内閣の政務委員に

（凋査研克部 小兼ね！？芋次）
抜擢主れてィ寸〕 i1• ら， ごゾ〉種の必f究t入台松地域tこiH

定された統計上の優位は当然と言えば当然であろう。問

！喧はむLろi,J:":cを7住める阪の問題以i心仁ふる。

評者の私見であるが，農業が工業（非娯楽〕を支援す

るの ;1，，，あ ~c，，，、はそのi差か，というこの l i命争 （それカ

論争に値するほどZ堂大なものであるのか、またあったの

が，は腎くお（ことにして〉は，いわゆる「均芥成長山

沿「不均斉1;1::J乏か fめケイ11960年代わ論争1:[i-,Jじくラ

理論的に対立・矛盾するものとは思われなし、。初期条件，

（広ぜ、意味で♂）） r;'1J立， ts 上ぴ政＇cf~ 目標三期間により両

者の見解とも炎当しうる。農業がより多くの資源を他部

ド司にf日、与す，＼芳かどうかυli誌論上り，乙3しろttりでさる
か杏かの議論の方が論争としても有意義であろう。ス夕

一リン型のcu~ を与宝4生に L た徹I｛正白Jな渋＇1：収｛，三i士策』土』；1

外であるが，一例を挙げれば，農業停滞による食料不足

と外貨不足が［，司時；二信在している国に，設業・ゴ，，農，~（[ii

門の社会会計上の収支残高を計算し，農業開発より他部

~司へこれまで；1上内三源公移転せよ，という政策は政策

論的にも通用しない。さらにこの本に即して言えば，台

湾という戦前；土日本の植民地，戦後はbl民党政府の大伴ー

からの移転フという特殊な歴史環境をもっ地域の過去の
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